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2002 年 2 月期   中間決算短信（連結）         2001 年 10 月 10 日 
 
上場会社名 イオンクレジットサービス株式会社           上場取引所 東証市場第一部 

コード番号 ８５７０                       本社所在都道府県 東京都 

問 合 せ 先      責任者役職名 常務取締役経営管理本部長 

      氏    名 浅井 啓志          ＴＥＬ ０３(５２８１)－２０５７ 

決算取締役会開催日 2001 年 10 月 10 日    

親会社名 イオン㈱（旧社名 ジャスコ㈱）（コード番号：8267）    親会社における当社の株式保有率 50.2％ 

米国会計基準採用の有無 無 

１． ２００１年８月中間期の業績（２００１年２月２１日～２００１年８月２０日） 

(1)連結経営成績            （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2001 年 8 月中間期 
2000 年 8 月中間期 

百万円  ％ 
４０，６３２(２０．５)        
３３，７１８(１２．８) 

百万円  ％ 
 １０，８０３(２７．０)   

８，５０６(３０．５) 

百万円  ％ 
 １０，３０１(１９．２)        

８，６３９(３０．９) 
2001 年 2 月期 ７１，２３２(１４．２) １９，９４３(２８．４) １９，８０２(２７．６) 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期 )純利益 

潜在株式調整後１株当  
たり中間（当期）純利益  

 
2001 年 8 月中間期 
2000 年 8 月中間期 

百万円  ％ 
      ４，８００( ２．６) 
      ４，６７８(４４．３) 

円  銭 
１００ ９２ 

９８ ３６ 

円  銭 
―  ― 
―  ― 

2001 年 2 月期 １０，６１３(３９．７) ２２３ １４ ―  ― 
(注)①持分法投資損益 2001 年 8月中間期 △２６百万円  2000 年 8月中間期 ５百万円  2001 年 2月期 △１３７百万円 

  ②期中平均株式数(連結) 2001 年 8月中間期 47,565,682 株 2000 年 8月中間期 47,565,653 株 2001 年 2月期 47,565,671 株 

    ③会計処理の方法の変更  有・○無 
   ④営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
2001 年 8 月中間期 
2000 年 8 月中間期 

百万円 
３５７，６５７ 
３０４，３６０ 

百万円 
６９，８６７ 
６０，０２９ 

％ 
１９．５ 
１９．７ 

円  銭 
１，４６８ ８６ 
１，２６２ ０４ 

2001 年 2 月期 ３２７，６１９ ６５，２５１ １９．９ １，３７１ ８２ 
(注)期末発行済株式数(連結) 2001 年 8月中間期 47,565,660 株 2000 年 8月中間期 47,565,578 株 2001 年 2月期 47,565,598 株 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 
2001 年 8 月中間期 
2000 年 8 月中間期 

百万円 
△２０，０２６ 
△１５，３１９ 

百万円 
△２，７９４ 
△２，６６３ 

百万円 
２２，９６２ 
１８，９０５ 

百万円 
１０，４３１ 
１０，５６９ 

2001 年 2 月期 △２４，２４２  △５，６２７  ３０，１９９  １０，１７４  
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数  ９社  持分法適用非連結子会社数  ―社  持分法適用関連会社数  ２社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

該当事項ありません。 

２．2002 年 2月期の業績予想（2001 年 2月 21 日～2002 年 2月 20 日） 

 営業収益 経常利益 当期純利益 

 

通   期 

百万円 

８２，０００ 

百万円 

 ２３，５００ 

百万円 

 １２，０００ 

(注)営業利益は２３，８００百万円（対前期比増減率１９.３％）を見込んでおります。 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）２５２円２８銭 



- 2 - 

１．企業集団の状況 
 
当社の企業集団は、当社及び連結子会社９社並びに関連会社２社で構成され、イオン㈱（旧社名 ジャスコ㈱）

をはじめとするイオングループと一体となり、それぞれの地域において総合あっせん（クレジットカード）、個
品あっせん、融資、サービサー等の金融サービス事業を主に行っております。そのほか、コールセンター、保険
代理店業等の拡充にも努め、各社がお客さまと直結した事業活動を展開しております。 
 

当社グループの事業概要及び当社グループ各社との関連を以下に図示しております。 

  

 

 

 

 

                              金融サービス等の提供 

 

                    

 

        

       商品等の提供 

 

 

                   

 

 

 

 

 

             

加盟店契約等 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

                                           
 
 
※

連結子会社 
○持分法適用関連会社 

 

 

（注）１．海外連結子会社の AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.は、香港証券取引所に上場しております。 

   ２．ジャスコ㈱は、2001 年 8月 21日よりイオン㈱に商号変更しております。 

 

 

 

 

（金融サービス事業） 

イオンクレジットサービス㈱ 
（連結財務諸表提出会社） 

＜海外＞ 
 
［金融サービス事業］ 

※AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.（中国・香港） 
※AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.   （タイ） 
※ACS CAPITAL CORPORATION LTD.          （タイ） 

※ACS CREDIT SERVICE（M）SDN.BHD. （マレーシア） 

※AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD. （台湾） 

［その他事業（コールセンター）］ 

※AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD. 

                  （中国・シンセン） 

＜国内＞ 
 
［金融サービス事業］ 

※エー・シー・エス・ファイナンス㈱（小口ローン） 
※エー・シー・エス債権管理回収㈱  （サービサー） 

［その他事業］ 

※エヌ・シー・エス興産㈱          （保険代理店） 

○ジャスベル㈱                  （旅行あっせん） 

○㈱イオンビスティー              （ｅコマース） 

 

（親会社） 

イオン㈱ 

 

（親会社の連結子会社） 

ミニストップ㈱等 

お 客 さ ま 
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２．経 営 方 針 
 

（１）会社の経営の基本方針 

 

当社は『お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業』を経営理念とし、以下の基本方針を掲げて

おります。 

   ・お客さま第一 

お客さまの声を大切にし、お客さまの信頼と期待に応え続けます。 

   ・生活に密着した金融サービスの提供 

生活に密着した領域で、金融サービス事業を展開し、お客さまに、より便利で豊かな暮らし

を提案します。 

    ・社会の期待と信頼に応える 

       金融業としてのモラルの絶えざる研鑚、企業倫理の尊重、積極的な社会貢献活動に取り組み、

お客さまからご支持頂ける企業を目指します。 

     ・海外への貢献 

       日本で培った金融サービスノウハウを海外で活かし、現地のお客さまの生活向上に寄与しま

す。 

     ・活力あふれる風土の確立 

       自ら発想、自ら挑戦を原点に、働きがいのある企業風土を確立します。 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社の利益配分に関する基本方針は、 

① 株主の皆さまへの安定的利益還元の維持 

② 将来の事業拡大や収益向上を目指す上で不可欠な設備投資等を実行するために必要な内部資金

の確保 

の両立を目指しております。 

この方針に沿って、当期の中間配当金につきましては、１株につき２０円と前中間期と比較して

５円の増配を実施させて頂きます。 

 

（３）会社の対処すべき課題と中長期的な経営戦略 

 

 当社の属するクレジット業界におきましては、クレジットカードを核とした金融サービス市場

の有望性から、グローバル金融企業や自動車メーカー系をはじめとする異業種の参入が活発化し

ております。また、ＩＴの進展により事業環境も大きく変革しております。 

 このような環境のなか、当社は、これまで培ってまいりましたローコストオペレーション体制

を一層推進させるとともに、イオングループ各社の顧客を組織化するイオンカードの会員拡大、

更には外部企業との提携カードの発行促進に取り組むことにより、この競争に打ち勝ってまいり

ます。また、当社の特徴であります、アジア各国の現地に根ざした営業展開を更に推進し、クレ

ジット事業を核としたグローバルに活躍する金融サービス企業を目指し、次の重点実施事項に取

り組んでおります。 
 

  ＜中期重点実施事項＞ 
  ①営業ネットワークの更なる拡大 

②ＩＴ活用によるローコストオペレーション体制の確立 
③ｅコマース事業の育成 
④国内子会社の育成 
⑤経営体質強化への取り組み 
⑥アジアネットワークの拡大 
⑦社会貢献、環境保全活動の推進 

 
＜中期経営指標目標＞ 

①株主資本利益率  ２０％ 
②株 主 資 本 比 率  ２５％ 
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３．経 営 成 績 
 

（１） 当中間期の概況 
   

当中間期のクレジット業界におきましては、銀行系カード会社の統合をはじめとする業界再編の 

動きが活発化するとともに、今後一層の成長が見込めるクレジットカード事業への異業種の参入な 

どにより、企業間競争は一層激化してまいりました。 

このような状況の中で本年６月に会社設立２０周年を迎えました当社は、「ひとりひとりを大切 

に、感謝をこめて．．．２０周年」をスローガンに掲げ、「営業ネットワークの拡大」、「ＩＴ活用に

よるローコストオペレーション体制の確立」、「ｅコマース事業の育成」、「国内子会社の育成」、「財

務体質向上による資金調達力強化」に取り組み、一層の業容拡大に努めました。 

また、当社の特徴でもあります「アジアでの事業展開」においては、グローバル企業との競争に打

ち勝つために日本で培ったノウハウを最大限活かした事業拡大に取り組みました。 

 

その結果、当中間期の連結決算業績は、営業収益４０６億３２百万円（前年同期比２０.５％増）、経

常利益１０３億１百万円（前年同期比１９.２％増）、中間純利益４８億円（前年同期比２.６％増）、

と退職給付会計や金融商品会計などの新会計基準の適用による費用増を吸収し、過去最高益を更新する

ことができました。 

 

また、当中間期の単独決算業績は、営業収益３００億４６百万円（前年同期比１６.４％増）、 

経常利益８０億２５百万円（前年同期比２０.３％増）、中間純利益４０億５６百万円（前年同期比４.

５％増）となり、連結決算同様に過去最高益を更新することができました。 

なお、当期の中間配当金は、１株につき２０円と前期の中間配当金と比較して５円の増配を実施させ

て頂きます。 

 

次にセグメント別の概況につきましては、当社及び連結子会社の事業の種類は、クレジットカード、

個品あっせん、融資、サービサー等の「金融サービス事業」が９０％以上を占めておりますので、

国内、海外の所在地別セグメントの状況を以下の通り記載いたします。 
 

① 国内事業 
 
〔営業ネットワークの拡大〕 

当中間期は、これまでのイオングループ個社別に発行しておりました提携カードをグループ統一

の「イオンカード」へ切替更新を行なうとともに、イオングループとタイアップした「イオンフェス

ティバル」や「暮らしの応援クーポンセール」など魅力ある特典の提供に努めました。また、「イオ

ンカード」の認知度向上を目指して、新テレビコマーシャルの放映を開始いたしました。 

 

イオンカードの重点拡大エリアとして掲げております東京都内においては、新たに新橋、池袋に営

業所を開設し、全国５４ヶ所体制でカード会員募集の一層の拡大に取り組みました。 

また、新たな提携カードといたしましては、地域の有力企業の特典を集約した地域密着型提携  

カード「イーノスカード」や、インターネット上で申込みを受付するＷｅｂサイトとの提携カード

「フープスカード」、「インフォグリーンカード」、「美彩人カード」を発行いたしました。 

更にクレジットカードの利用代金引き落とし口座の設定がキャッシュカードで完了できる業界初

の口座振替自動設定システムを導入し、カードお届け期間の一層の短縮化に取り組みました。 
 
これらの取り組みにより、当中間期は、新たに５０万人のカード会員が獲得でき、総会員数は、９３

０万人となりました。 
 
また、加盟店ネットワークにつきましては、新たに１万７千店に加盟いただき、累計２９万６千店

と更に拡大することができました。㈱オリエンタルランドをはじめとするアミューズメント施設や

高速道路のサービスエリア内施設との加盟店契約に加え無線端末を活用した宅配代金決済サービス

も開始し、カードの利便性を一層高めることができました。 

更にＣＤ・ＡＴＭネットワークにつきましては、自社ＣＤの増設、金融機関との提携に継続して取

り組み、１２万台のネットワークとなりました。 
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〔ＩＴ活用によるローコストオペレーション体制の確立〕 

お客さま応対サービスの向上と一層のローコストオペレーションを推進するために取り組んでお

ります業務の集中化につきましては、コールセンター（東西２ヶ所）、審査センターに続き、債権管

理センター（東西２ヶ所）、を開設し、合計１，０００席の集中センターを構築いたしました。 

この業務集中化により、支店・営業所において一層営業に特化できる体制が整うとともに、プロ

セッシング部門のプロフィットセンター化に向けた準備が完了いたしました。 

 

〔ｅコマース事業の育成〕 

ｅコマース事業につきましては、クレジットカード決済機能の「イオンレジ」導入企業が１９０社

に拡大し、また、銀行振込、宅配代引きなどの決済機能の追加を行ない、総合決済サービスへと発

展させたことにより、取扱高は、第１四半期 ４７百万円、第２四半期 １億６百万円となってお

り、今後の成長性に期待しております。 

今後は、「イオンレジ」にコンビニ決済を追加し、インターネット上で事業展開を行なっている企

業やモール運営企業、更にはＡＳＰ企業やシステムベンダーに対しての営業活動を強化し、「イオン

レジ」をインターネット決済市場の導入シェアＮＯ.１のシステムにしてまいります。 

また、クレジットカードのスピード発行サービスは月間３，０００件の申し込み、自動車保険商

品比較購入サイトは月間１，０００件近い見積もりを頂けるようになり、順調に拡大することがで

きております。 

  

〔国内子会社の育成〕 

エヌ・シー・エス興産㈱で取り組んでおります保険代理店事業につきましては、カード請求書やダ

イレクトメール、テイクワンスタンド、インターネットなどを活用した通信販売による保険商品の

提供に注力するとともに、流通系の強みを活かし、商品販売と融合した家電延長保証サービスや冷

夏保証サービスなどの保険商品の提供を行ない、当中間期は１５億円を超える取扱高を上げること

ができました。 

これにより当中間期の業績は、営業収益３億２１百万円（前年同期比２５．１％増）と順調に業

容拡大を行なうことができました。 

 

エー・シー・エス債権管理回収㈱で取り組んでおりますサービサー事業につきましては、今まで培

ってきた債権回収ノウハウを活かし、携帯電話会社、通信販売会社を中心に引き続き業務受託の拡

大を行なうことができました。また、公共料金等の新たな小口債権の回収分野での業務受託の実現

を目指し、新規開拓の強化に取り組んでおります。 

これにより当中間期の業績は、営業収益２億４７百万円（前年同期比３５．０％増）と順調に業

容の拡大を行なうことができました。 

 

〔財務体質向上による資金調達力強化〕 

資金調達の状況につきましては、現在の金利情勢を好機と捉え、より低利で安定的な資金確保を

行なうために、前期に引き続き無担保普通社債を１５０億円（期間７年）発行いたしました。あわせ

てボーナス払い債権の流動化を継続して行ない、直接資金調達を更に進めました。 

これにより当中間期末におけるイオンクレジットサービス㈱の長期固定借入比率は７６％、直接資

金調達比率は３１％と一層の資金調達の安定化を行なうことができました。 

 

 

以上の取り組みにより国内事業における営業収益は３０７億１２百万円（前年同期比１６．７％増）、営

業利益は８３億８百万円（前年同期比２５．６％増）と順調に推移しております。 
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② 海外事業 
 

〔香港での事業〕 
  イオンクレジットサービス（アジア）（AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.）は、香港内３１ヶ

所の営業拠点で「イオン・アメックスカード」を中心に会員拡大に取り組むとともに、提携カード

の募集強化に引き続き取り組んだ結果、カード会員数は、５万人増の７７万人となりました。 

また、ＣＤネットワークにつきましては、自社ＣＤ２８８台に加えて、「シーラス」との相互提

携を行なったことにより、香港Ｎｏ.１の２，３００台のネットワークとなり、会員の利便性を一層

向上させることができました。 

  更にコールセンターを活用し、カードやローン申し込みに対して３０分以内で回答する事前審査

サービスを開始したことにより、融資事業の拡大を図ることができました。 

これにより当中間期の業績は、営業収益４億３９百万香港㌦（前年同期比５.２％増）、中間純利

益１億１２百万香港㌦（前年同期比１０.１％増）（円換算１７億４８百万円、１香港㌦＝１５．

５９円）と引き続き増収増益を達成することができました。 
 

〔タイでの事業〕 
 イオンタナシンサップ（タイランド）（AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC.）は、提携加盟店、メ

ーカーとの協賛によるプロモーション強化に取り組むとともに、プーケット、チェンライなどの主

要地方都市へ営業拠点を拡大し、全国３３ヶ所体制で営業強化を行なったことにより、前年同期の

２倍の取扱高を上げるなど飛躍的に業容の拡大を行なうことができました。 

また、大手百貨店であるザ・モールとの提携カードの新規発行やマスター、ジェーシービーの国

際ブランドカードの発行強化に取り組んだことにより、カード会員数は１２万人増の４３万人と大

幅に増加いたしました。 

更にタイにおいてノンバンクで唯一取り組んでおります自社ＣＤについては、３０台を増設し 

９６台のネットワークとなり、大幅な融資事業拡大をはかることができました。 

これにより当中間期の業績は、営業収益９億５２百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ（前年同期比１１０.６％増）、中

間純利益１億３０百万ﾀｲﾊﾞｰﾂ（前年同期比１０１.７％増）（円換算３億５４百万円、１ﾀｲﾊﾞｰﾂ＝

２．７２円）と前年同期の２倍となる業績を達成することができました。 
 

〔マレーシアでの事業〕 
 エーシーエスクレジットサービス（マレーシア）（ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.）は、家電メ

ーカーとの共同プロモーションやエクスプレスカード会員を対象とした販売承認のスピード化に

よるサービス強化に取り組むとともに、新たに地方都市イポ－、マラッカに営業所を開設し、営業

ネットワークを更に拡大いたしました。これにより、新たに３５２店の加盟店を開発することがで

き、加盟店ネットワークは２，２５６店へ拡大することができております。 

これにより、当中間期の業績は、営業収益１３,２２７千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ（前年同期比４２.５％増）、

中間純利益４５１千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ（前年同期比１０．０％増）（円換算１４百万円 １ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯ

ﾄ＝３２円）と引き続き増収増益となりました。 

なお、順調な業容拡大により、同社に対する取引金融機関と当社との債務保証契約は当中間期に

てすべて解消されました。 
 

〔その他の地区での事業〕 
 台湾で個品あっせん事業を展開しておりますイオンクレジットサービス（台湾）（AEON CREDIT 

SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD.）は、家電チェーン店に加えて、家電メーカー系ディーラーや家具、ス

ポーツ用品、自動車関連用品等の加盟店開発に積極的に取り組み、順調に業容を拡大しております。 

また、中国シンセンでコールセンター事業を展開しておりますイオンインフォメーションサービ

ス（シンセン）（AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD.）は、前期末の５０席体制から１

００席体制に増強し、カード代金の入金案内、ローン利用の促進案内など取り扱い業務の拡充に取

り組みました。 
 
 

以上の取り組みにより海外事業における営業収益は９９億２０百万円（前年同期比３３．９％増）、営業

利益は２４億９５百万円（前年同期比３１．７％増）と大幅な伸びとなりました。 
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③ キャッシュ・フローの状況 

 

当中間期における連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・

フローは、税金等調整前中間純利益が９７億６８百万円となりましたが、総合あっせん、融資事業

の順調な業容拡大に伴い営業債権が増加したこと等により、２００億２６百万円の支出となりま

した。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、ＣＤ機の増設及び各事務集中センターの充実

やシステム投資等により２７億９４百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは、事業拡

大に必要な安定的資金を確保するために国内無担保普通社債及び長期借入金による調達を行なっ

たこと等により２２９億６２百万円の収入となりました。 

これらの収支に加え、為替換算差額により、当中間期の現金及び現金同等物の中間期末残高は１

０４億３１百万円となり、期首に比べて２億５７百万円増加いたしました。 

 

④ 環境保全・社会貢献活動 

 

当社はこれまでチャリティ機能付カードや「ときめきポイント」を通じた寄付による森林保護

の助成をはじめ、ダイオキシンによる大気汚染に配慮したＰＥＴ－Ｇ（非塩化ビニール）素材で

のカード発行、再生繊維ポリエステル素材を使用した制服の採用など環境保全につながる取り組

みを積極的に推進しております。 

その活動の一環として会社設立２０周年を迎えるにあたり、環境方針を制定し、環境目的・目標の

策定、環境マネージメントシステムをスタートさせ従業員全員で取り組んだ結果、本年７月に「ＩＳ

Ｏ１４００１（環境マネージメントシステムの国際標準規格）」の認証を全国５５ヶ所の事業所すべ

てを対象とした広範囲の一括取得ができました。 

 

また、社会貢献活動といたしましては、日本点字図書館への点字図書・テープ図書の寄贈や従業

員のボランティアによる社会福祉施設へのチャリティ活動に継続して取り組んでおります。 

当中間期は、新たに当社の「イオンマーケット」（http://www.aeonmarket.com）に社会福祉施

設の運営資金となる自主生産商品の販売に取り組む３０施設の活動内容の紹介と「イオンレジ」の決

済機能を活かした販売支援活動を開始いたしました。 

更にイオングループ環境財団・イオングループ１％クラブを通じた活動として、「地雷廃絶キ

ャンペーン募金」、「カンボジアでの学校建設支援募金」、「イオンこどもエコクラブ」などに

積極的に取り組みました。 
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（２） 通期の見通し 

 

クレジット業界は、長引く個人消費の低迷にもかかわらず、小口決済分野や通信、交通、ｅコ

マースなど新たな分野でのカード決済を中心に順調に市場を伸ばしており、将来においても顧客

データベースを有効活用したクロスセルやＩＣカードを活用した新たなサービス提供などにより、

順調に伸びていくものと考えております。 

反面、金融機関の再編にともなう提携や合併、銀行・信販会社・消費者金融会社の提携による新

たなローン会社の誕生など企業間競争が一層激化するとともに、長引く景気低迷による自己破産

の増加やカード偽造犯罪の発生など経営環境は依然厳しいものとなっております。 

    このような経営環境の中で勝ち組として生き残っていくために、 

 

・ 営業ネットワークの拡大 

・ 次世代カードへの対応 

・ ｅコマース事業の育成 

・ 国内子会社の育成 

・ 直接資金調達の強化 

・ アジアネットワークの拡大 

・ 社会貢献・環境保全活動の推進 

 

について積極的に取り組み、一層の飛躍を目指してまいります。 

 

  通期の連結業績見通しにつきましては、営業収益８２０億円（前期比１５.１％増）、営業利益２３

８億円（前期比１９.３％増）、経常利益２３５億円（前期比１８.７％増）、当期純利益 

１２０億円（前期比１３.１％増）を見込んでおります。 

 

また、単独での見通しにつきましては、営業収益６２４億円（前期比１４.７％増）、営業利益１８

８億５千万円（前期比２１.８％増）、経常利益１８９億円（前期比２０.１％増）、当期純利益１０

２億円（前期比１３.４％増）を見込んでおります。 

 

なお、期末配当金につきましては、１株につき３０円を予定させて頂きます。これにより年間配当

金は１株当たり５０円となり、前期と比べて１０円の増配となる予定であります。 

 

（ご参考） 

中間期 期 末  

普通配当 普通配当 記念配当 
年 間 

前回予想(2001年 4月 9日) ２０円 ２０円 ― ４０円 

今回修正予想 ２０円 ３０円 ― ５０円 

(ご参考)前期の配当実績 １５円 １５円 １０円 ４０円 

   ※前期の記念配当は、設立２０周年記念配当であります。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

   （単位 百万円）  

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
（2001年 8月 20日現在） （2000 年 8 月 20 日現在） 

前連結会計年度末の要約貸借対照表 
（2001 年 2 月 20 日現在） 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 資 産 ３４１，８８１ 95.6 ２９１，６７３ 95.8 ３１３，９３６ 95.8 

現金及び預金  １２，５５７   １２，４３１  １２，２２２  

割 賦 売 掛 金 ９３，２４２   ８２，１２７   ８７，０１７   

営 業 貸 付 金 ２３２，６６４   １９６，１３０   ２１１，４０４   

前 渡 金 ２，６８２   ２，３２９   ２，４８２   

前 払 費 用 ６４５   ３０４   ３７４   

繰延税金資産 ２，１４８   ９０１   ２，６５１   

未 収 入 金 １，５３６   １，３０７   １，４３９   

未 収 収 益 ３，７０７   ２，９２６   ３，４０４   

そ の 他 ２９０   ７９   １１９   

貸 倒 引 当 金 △７，５９２   △６，８６３   △７，１７８   

固 定 資 産 １５，７７５  4.4 １１，８０５  3.9 １３，６０９  4.2 

 有 形 固 定 資 産 ６，４２７  1.8 ４，６８２  1.5 ５，４３７  1.7 

建 物 ５１８   ２９２   ３６８   

車 両 運 搬 具 １９０   １９７   １９７   

器 具 備 品 ５，７１７   ４，１９２   ４，８７１   

 無 形 固 定 資 産 ２，８１０  0.8 ２，０４０  0.7 ２，８９８  0.9 

 ソ フ ト ウ ェ ア ２，７１０  １，９４１  ２，７９７    

電 話 加 入 権 ９９   ９９   １００   

投資その他の資産 ６，５３８  1.8 ５，０８２  1.7 ５，２７３  1.6 

投資有価証券 ４，３５８   ３，１１０   ２，９３９   

長期前払費用 ７４   ２６   ８７   

繰延税金資産 ６   ２１８   ２６５   

差 入 保 証 金 １，８９１   １，５８０   １，７８２   

そ の 他 ２０７   １４５   １９８   

為替換算調整勘定  ―  ― ８８０  0.3 ７３  0.0 

資 産 合 計 ３５７，６５７  100.0 ３０４，３６０  100.0 ３２７，６１９  100.0 
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（単位 百万円）  

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
（2001年 8月 20日現在） （2000 年 8 月 20 日現在） 

前連結会計年度末の要約貸借対照表 
（2001 年 2 月 20 日現在） 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負 債 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 負 債  １０３，０６９ 28.8 １０５，４５４ 34.7 １０７，６５３ 32.9 

買 掛 金 ２９，２６８  ２９，６４７  ２９，７５６  

短 期 借 入 金 ２４，４４２  １５，７９５  １９，２９３  

1年以内返済予定の長期借入金 １５，６０２  ３４，５２０  ２０，６２４  

コマーシャル・ペーパー ２２，０００  １５，０００  ２５，０００  

未 払 金 ２，６４６  ２，７７９  ２，３９４  

未払法人税等 ４，５９２  ３，４２８  ６，１９７  

未 払 費 用 １，６５１  １，４４８  １，６１０  

割賦繰延利益 １，１３５  １，１６２  １，０６７  

前 受 収 益 ３１０  ３５２  ３４１  

預 り 金 ８２９  ６９７  ７７２  

賞 与 引 当 金 １６７  １５２  １３５  

そ の 他 ４２４  ４６８  ４５９  

固 定 負 債 １７６，６７６ 49.4 １３２，７４４ 43.6 １４７，７３４ 45.1 

 社 債 ２５，０００  １０，０００  １０，０００  

長 期 借 入 金 １５０，８４８  １２２，４８２  １３７，４３８  

繰延税金負債 １６１  ０  ５４  

退職給与引当金 ―   ７７  ７３  

退職給付引当金 ５０８  ―  ―  

役員退職慰労引当金 １３７  １０６  １２０  

連結調整勘定 ２０  ７６  ４７  

負 債 合 計 ２７９，７４５ 78.2 ２３８，１９８ 78.3 ２５５，３８８ 78.0 

少 数 株 主 持 分   ８，０４３ 2.3   ６，１３１ 2.0 ６，９７８ 2.1 

（資 本 の 部）       

資 本 金 １５，４６６ 4.3 １５，４６６ 5.1 １５，４６６ 4.7 

資 本 準 備 金 １７，０４６ 4.8 １７，０４６ 5.6 １７，０４６ 5.2 

連 結 剰 余 金 ３６，３０１ 10.1 ２７，５１７ 9.0 ３２，７３９ 10.0 

その他有価証券評価差額金  ８４９ 0.2 ― ― ― ― 

為替換算調整勘定 ２０４ 0.1 ― ― ― ― 

自 己 株 式 △０ △0.0 △１ △0.0 △１ △0.0 

資 本 合 計 ６９，８６７ 19.5 ６０，０２９ 19.7 ６５，２５１ 19.9 

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
３５７，６５７ 100.0 ３０４，３６０ 100.0 ３２７，６１９ 100.0 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 

（単位 百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

自 2001 年 2 月 21 日 自 2000 年 2 月 21 日 

前連結会計年度の要約損益計算書 
自 2000 年 2 月 21 日 

至 2001 年 8 月 20 日 至 2000 年 8 月 20 日 至 2001 年 2 月 20 日 

期別 
 
 
科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  ％  ％  ％ 

営 業 収 益 ４０，６３２ 100.0 ３３，７１８ 100.0 ７１，２３２ 100.0 

総合あっせん収益 ６，６９２  ５，６０７  １２，０６５  

個品あっせん収益 ２，２５７  １，４１２  ３，１４９  

融 資 収 益 ２８，１０９  ２３，５６３  ４９，４０８  

融 資 代 行 収 益 １，７０７  １，４８９  ３，０６９  

償 却 債 権 回 収 益 ３１１  ４１１  ８５５  

そ の 他 の 収 益 １，４６３  １，０９９  ２，４１９  

金 融 収 益 ９０  １３４  ２６５  

営 業 費 用 ２９，８２８ 73.4 ２５，２１１ 74.8 ５１，２８９ 72.0 

販売費及び一般管理費 ２６，５３２  ２２，１４２  ４４，８９０  

金 融 費 用 ３，２９５  ３，０６８  ６，３９８  

営 業 利 益 １０，８０３ 26.6 ８，５０６ 25.2 １９，９４３ 28.0 

営 業 外 収益 ７９ 0.2 １６５ 0.5 ２１６ 0.3 

受 取 配 当 金 ４２  ４０  ５０  

連結調整勘定償却額 ２３  ５６  ８１  

持分法による投資利益 ―  ５  ―  

そ   の   他 １３  ６２  ８５  

営 業 外 費用 ５８１ 1.4 ３２ 0.1 ３５７ 0.5 

金利キャップ評価損 ４０３  ―  ―  

固 定 資 産 除 却 損 ７８  ―  １２  

持分法による投資損失 ２６  ―  １３７  

そ   の   他 ７２  ３２  ２０７  

経 常 利 益 １０，３０１ 25.4 ８，６３９ 25.6 １９，８０２ 27.8 

特 別 損 失 ５３３  1.3 ―  ― ― － 

退職給付会計基準変更時差異処理額 ５３３   ―   ― － 

税金等調整前中間（当期）純利益 ９，７６８ 24.1 ８，６３９ 25.6 １９，８０２ 27.8 

法人税、住民税及び事業税 ３，６７７ 9.1 ３，３７５ 10.0 ９，５１４ 13.4 

法 人 税 等 調 整 額 ２７６ 0.7 △１７２ △0.5 △１，９１５ △2.7 

少 数 株 主 利 益 （ 控 除 ）  １，０１４ 2.5 ７５７ 2.2 １，５８９ 2.2 

中間（当期）純利益 ４，８００ 11.8 ４，６７８ 13.9 １０，６１３ 14.9 
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

       （単位 百万円） 

当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 

期別 

科目 
至 2001 年 8月 20 日 

前中間連結会計期間 

自 2000 年 2月 21 日 

至 2000 年 8月 20 日 至 2001 年 2月 20 日 

Ⅰ．連結剰余金期首残高 ３２，７３９ ２３，５９４ ２３，５９４ 

Ⅱ．連結剰余金減少高    

 １．配当金 １，１８９ ７１３ １，４２６ 

 ２．役員賞与金 ４９ ４１ ４１ 

Ⅲ．中間（当期）純利益 ４，８００ ４，６７８ １０，６１３ 

Ⅳ．連結剰余金中間期末（期末）残高 ３６，３０１ ２７，５１７ ３２，７３９ 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 

              （単位 百万円）  
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 2001 年 2月 21日 自 2000 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 

至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 至 2001 年 2月 20 日 

              期 別 
 
 
科 目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    
   税金等調整前中間(当期)純利益  ９，７６８ ８，６３９ １９，８０２ 
   減 価 償 却 費   １，４３４   １，０５９   ２，３２５ 
   連 結 調 整 勘 定 償 却 額      △２３      △５６      △８１ 
   貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ５，０６９ ４，６１１ ７，０９９ 
   退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額  ５０８ ―  ―  
   金 利 キ ャ ッ プ 評 価 損 ４０３ ―  ―  
   受 取 配 当 金 △４２ △４０ △５０ 
   有 価 証 券 売 却 益           ―       △４５      △４６ 
   持 分 法 に よ る 投 資 利 益  ―  △５ ―  
   持 分 法 に よ る 投 資 損 失  ２６ ―  １３７ 
   投 資 有 価 証 券 売 却 損 ―  ―  ４７ 
   社 債 発 行 費 償 却 ８９ ６６ ６６ 
   割 賦 売 掛 金 の 増 加 額  △７，３９３  △８，９３６  △１３，７９５ 
   営 業 貸 付 金 の 増 加 額 △２３，４０４ △１５，６６６ △３０，２５８ 
   そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 加 額 △１，４１３ △２，２０３ △３，１１６ 
   買 掛 金 の 増 加 ( △ 減 少 ) 額   △５１９   １，６８２   １，７１０ 
   その他の流動負債の増加（△減少）額  ４９６ △１，１４３ △１，４８３ 
   役 員 賞 与 の 支 払 △４９ △４１ △４１ 
   そ の 他     ２６４     ２１９     ２７５ 

小   計 △１４，７８４ △１１，８６０ △１７，４０９ 
   配 当 金 の 受 取 額      ４５      ４０      ５３ 
   法 人 税 等 の 支 払 額  △５，２８７  △３，５００  △６，８８５ 
   営業活動によるキャッシュ･フロー △２０，０２６ △１５，３１９ △２４，２４２ 
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ―  ５０ ５０ 
   定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △１，９８２ △４５４ △１，９３８ 
   定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入 １，９７７ ―  １，４１２ 
   有形固定資産の取得による支出  △２，１９７  △１，１０７  △２，６２８ 
   有形固定資産の売却による収入 １ ９ ２ 
   無形固定資産の取得による支出      △４４５    △７２４    △１，８９３ 
   無形固定資産の売却による収入 ―  ２ ３ 
   投資有価証券の取得による支出      △０    △２２４    △２９１ 
   投資有価証券の売却による収入  １ ―  ９４ 
   そ の 他    △１４８ △２１５       △４４０ 
   投資活動によるキャッシュ・フロー △２，７９４ △２，６６３ △５，６２７ 
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短 期 借 入 金 の 純 増 減 額         ５，０６７ △１２，５５７ △９，７３４ 
   コマーシャル・ペーパーの純増減額   △３，０００  △９，０００  １，０００ 
   長 期 借 入 れ に よ る 収 入   ２１，１５７  ３７，０９２  ５７，４７９ 
   長期借入金の返済による支出   △１３，８０６  △５，６５６  △２６，７３４ 
   社 債 の 発 行 に よ る 収 入   １４，９１０  ９，９３３  ９，９３３ 
   自 己 株 式 の 増 減 額      ０      △０      △０ 
   少数株主への株式の発行による収入  ９３ ―  ―  
   配 当 金 の 支 払 額 
   少数株主への配当金の支払額 

   △１，１８９ 
   △２７２ 

   △７１３ 
   △１９３ 

   △１，４２６ 
   △３１６ 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  ２２，９６２  １８，９０５  ３０，１９９ 
    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額    １１５    △１３７    ５９ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期中増加額      ２５７     ７８５     ３９０ 
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残高    １０，１７４   ９，７８４   ９，７８４ 
Ⅶ  現金及び現金同等物の中間（期末）期末残高  １０，４３１  １０，５６９  １０，１７４ 
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＜中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞ 
１．連結の範囲に関する事項 
  すべての子会社を連結しており、その内容は次のとおりであります。 
  連結子会社   ９社 
  会 社 名   ｴﾇ･ｼｰ･ｴｽ興産㈱、ｴｰ･ｼｰ･ｴｽ･ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱、ｴｰ･ｼｰ･ｴｽ債権管理回収㈱、 

 AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.、AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC. 
 ACS CAPITAL CORPORATION LTD.、ACS CREDIT SERVICE（M）SDN.BHD. 
 AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD.、 
AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD. 
 

２．持分法の適用に関する事項 
  すべての関連会社に持分法を適用しており、その内容は次のとおりであります。 
  関 連 会 社   ２社 
  会 社 名  ジャスベル㈱、㈱イオンビスティー 
   
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
  連結子会社のうち 8社の中間決算日は連結中間決算日と一致しております。 
  なお、AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD.の中間決算日は 6月 30日ですが、中間連結財務諸表

作成にあたっては、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 

その他有価証券 
 時価のあるもの・・・・・連結中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法 

  ②デリバティブ・・・・・・・時価法 
 
（２）重要な減価償却資産の償却方法 
   ①有形固定資産 

経済的耐用年数に基づく定額法によっております。 
主な資産の経済的耐用年数として、当社では次の年数を採用しております。なお、括弧内は法人税法に
定める耐用年数であります。 ［器具備品］ ＣＤ機  ４年（５年） 

    ②無形固定資産（自社利用のソフトウェア） 
社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。 

    
（３）繰延資産の処理方法 

   社債発行費・・・・・・・・支出時に全額費用として処理しております。 
 

（４）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ過去の貸倒実績
等 

を勘案したグループ各社の定める一定の基準により算出した必要額を計上しております。 
 ②賞与引当金 
    従業員に対する賞与に備え、支給見込額のうち当中間連結会計期間に対応する負担額を計上しております。 

③退職給付引当金 
 当社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（533 百万円）については、当中間連結会計期間に全額費用処理しておりま
す。 

 ④役員退職慰労引当金の計上基準 
当社の役員に対する退職慰労金の支給に備え、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 
（５）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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（６）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
   外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間連結決算日の直物相場により円貨に換算し、
収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替
換算調整勘定に含めております。 

 
（７）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法・・・・・・繰延ヘッジ処理（ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすもの
については特例処理） 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象・・・借入金をヘッジ対象とした金利スワップ･オプション取引、通貨スワップ･ 
為替予約取引 

③ヘッジ方針・・・・・・・・・グループ各社が定める規定に基づき、財務活動に係る金利リスク及び為
替リスクをヘッジする目的に限定してデリバティブを行っております。 

④ヘッジの有効性評価方法・・・ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し
ております。 

（８）その他 
①消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
    ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払消費税等として投資その他の資産の「その他」に

計上し、法人税法の規定に定める期間で償却しております。 
   ②税金費用の計算における諸準備金等の取り扱い 
    中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当連結会計年度において予定している利益処

分による特別償却準備金の積立て及び取崩しを前提として、当中間連結会計期間に係る金額を計算して
おります。 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月
以内に償還期限の到来する短期投資であります。 

 

（追加情報） 
 

１．退職給付会計 

  当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益は 39百万円増加しており、税金等調整前中間純利益は 492 百万円減少しております。 

  なお、前連結会計年度の退職給与引当金及び厚生年金基金掛金の未払金は、当期首に退職給付引当金に振り

替えております。 

 

２．金融商品会計 

  当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益は 120 百万円増加しており、経常利益及び税金等調整前中間純利益は 179 百万円減少しており

ます。 

 

３．外貨建取引等会計基準 

  当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計基準（「外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会

計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成 11年 10 月 22 日））を適用しております。この

変更による損益への影響ありません。 

なお、前連結会計年度において、「資産の部」に計上しておりました為替換算調整勘定は、中間連結財務諸

表規則の改正により、「資本の部」及び「少数株主持分」に含めて計上しております。 
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＜注 記 事 項＞ 
 

（連結貸借対照表関係） 
 

１．割賦売掛金                                   （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

総 合 あ っ せ ん ７５，６８０   ７０，３９３   ７２，０１４  

個 品 あ っ せ ん １７，５６１   １１，７３３   １５，００２  

合 計 
９３，２４２   

（３，０３４） 

８２，１２７   

（３，０１０） 

８７，０１７  

（２，７２０） 

（注）括弧書きは割賦売掛金に含まれている債権流動化に伴い当社が保有した信託受益権であります。 

 

２．割賦繰延利益                                 （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

総 合 あ っ せ ん １，０３３   １，０５１   ９６９  

個 品 あ っ せ ん １０１   １１１   ９７  

合 計 １，１３５  １，１６２  １，０６７  

 

３．有形固定資産の減価償却累計額                          （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

減 価 償 却 累 計 額 ８，０４４   ６，１３７  ７，１１２   

 

 

 

４．担保提供及び担保付債務                              

担保に供している資産は次のとおりであります。                  （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

現 金 及 び 預 金 １，５５１   １，４０２   １，４９５   

割賦売掛金及び営業貸付金 １４，０３８   １２，７３０   １３，６１２  

合 計 １５，５８９  １４，１３３  １５，１０８  

 

担保付債務は次のとおりであります。                       （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

短 期 借 入 金 ２，００７   ２，０９４   １，９３４   

長 期 借 入 金 ８，０４３   ７，２０７   ７，７０６  

合 計 １０，０５０  ９，３０１  ９，６４０  

 

上記の他、営業取引の保証として以下の資産を担保に供しております。        （単位 百万円） 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

現 金 及 び 預 金 ５７４   ４５９   ５５２   
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（連結損益計算書関係） 
 

１．部門別取扱高 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 

至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 至 2001 年 2月 20 日 

     期別 

 

 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

総 合 あ っ せ ん ２８２，９２５ 48.4 ２４１，６６５ 49.0 ５１５，８４２ 49.7 

個 品 あ っ せ ん １７，６５２ 3.0 １２，８０２ 2.6 ２８，０２８ 2.7 

融      資 １６６，４８２ 28.5 １３２，５７７ 26.9 ２７８，０９１ 26.8 

融 資 代 行 １１５，５５３ 19.7 １０４，４９３ 21.2 ２１１，９９３ 20.4 

そ   の  他 ２，３３３ 0.4 １，７４１ 0.3 ３，６７１ 0.4 

合 計 ５８４，９４６ 100.0 ４９３，２７９ 100.0 １，０３７，６２６ 100.0 

 

２．販売費及び一般管理費                               

                                          （単位 百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 
     期別 

科目 
至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 至 2001 年 2月 20 日 

広告・販売促進費 ２，６２２ ２，２５２ ４，２００ 

貸倒損失 ７４６ ― ２，４６６ 

貸倒引当金繰入額 ５，０６９ ４，７６２ ７，０９９ 

役員報酬 ７２ ６９ １３７ 

従業員給与・賞与 ４，２８５ ３，５２６ ７，６００ 

福利厚生費 ８９１ ８１７ １，７０４ 

賞与引当金繰入額 １６７ １５２ １３５ 

退職給付費用 ６６ ― ― 

退職給与引当金繰入額 ― １４ １３ 

役員退職慰労引当金繰入額 １６ １４ ２８ 

通信交通費 ２，６４６ ２，２２６ ４，６７１ 

租税公課 ６５８ ５０８ １，１６６ 

賃借料 １，３３３ １，０５７ ２，３２１ 

ＣＤ運営費 １，０４７ ８９４ １，７５５ 

支払手数料 ２，２００ ２，１８２ ４，２１７ 

減価償却費 １，４３４ １，０５９ ２，３２５ 

システム運用費 ４９２ ４０１ ８３３ 

その他 ２，７８０ ２，２００ ４，２０９ 

合   計 ２６，５３２ ２２，１４２ ４４，８９０ 

 

 

（連結キャッシュ・フロー関係） 

 

現金及び現金同等物の中間連結会計期間末残高と中間連結貸借対照表及び前連結会計年度末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

現金及び預金 １２，５５７百万円 １２，４３１百万円 １２，２２２百万円 

預入期間が 3ヶ月超及び担保に供している定期預金 △２，１２５百万円 △１，８６２百万円 △２，０４７百万円 

現金及び現金同等物 １０，４３１百万円 １０，５６９百万円 １０，１７４百万円 
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（リース取引関係） 
  

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 
至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 至 2001 年 2月 20 日 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 
 借主側  借主側  借主側 
 未経過リース料 
 １年以内     ５９２百万円 
 １年超      ２３７百万円 
  合計      ８２９百万円 

 未経過リース料 
 １年以内       ６百万円 
 １年超        ９百万円 
  合計       １６百万円 

 未経過リース料 
 １年以内     ４３７百万円 
 １年超      １２８百万円 
  合計      ５６５百万円 

 
（有価証券関係） 
  
当中間会計期間における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものについては、個別中間財務諸表の概要 
の注記事項（有価証券関係）に記載しております。 
 
（当中間連結会計期間） （2001 年 8月 20 日現在） 

 
 １．その他有価証券で時価のあるもの                    （単位：百万円） 

 
取 得 原 価 

中間連結貸借対照表 
計 上 額 

差 額 

株     式 ２，５６１ ４，０２６ １，４６５ 

合     計 ２，５６１ ４，０２６ １，４６５ 

 
 ２．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く）         （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 摘 要 

 そ の 他 有 価 証 券 
（店頭売買株式を除く非上場株式） 

２９４ 
 

 
（前中間連結会計期間及び前連結会計年度） 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 前連結会計年度 

（2000 年 8月 20 日現在） （2001 年 2月 20 日現在） 

     期別 
 
 
 
種類 

中間連結貸借対 

照表計上額  
時 価 評価損益 

連結貸借対 

照表計上額 
時 価 評価損益 

(1)流動資産に属するもの       
     株 式 ５３ ５３ △０ ― ― ― 
   債 券 ― ― ― ― ― ― 
   そ の 他 ― ― ― ― ― ― 
     小 計 ５３ ５３ △０ ― ― ― 
(2)固定資産に属するもの       
     株 式 ２，４４７ ５，３３２ ２，８８５ ２，５０２ ４，１８２ １，６８０ 
   債 券 ― ― ― ― ― ― 
     そ の 他 ― ― ― ― ― ― 
     小 計 ２，４４７ ５，３３２ ２，８８５ ２，５０２ ４，１８２ １，６８０ 

   合 計 ２，５００ ５，３８６ ２，８８５ ２，５０２ ４，１８２ １，６８０ 

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法 

     ①上場有価証券・・・・・・・主に東京証券取引所の最終価格 

     ②店頭売買有価証券・・・・・日本証券業協会が公表する売買価格 
   ２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

      前中間連結会計期間 前連結会計年度 

固定資産   
店頭売買株式を除く非上場株式 ６６３百万円  ４３７百万円  
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（デリバティブ取引関係） 
 当中間連結会計期間は重要性がないため、記載を省略しております。 

 なお、前中間連結会計期間末及び前連結会計年度末は、次のとおりであります。 

 

取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（１）金利関連                                                                      （単位 百万円） 

前中間連結会計期間末 

（2000 年 8月 20 日現在） 

前連結会計年度末 

（2001 年 2月 20 日現在） 

契約額等 契約額等 

 

 うち１年超 
時  価 評価損益 

 うち１年超 
時  価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

金利キャップ取引 

買      建 

 

 2,977 

 

56,003 

   (581) 

 

977 

 

54,746 

(581) 

 

△ 29 

 

 

105 

 

△ 29 

 

 

△ 475 

 

 4,017 

 

55,945    

(456) 

 

3,273 

 

51,201 

(436) 

 

△ 110 

 

 

7 

 

△ 110  

 

 

△ 448 

合   計 
58,980   

(581) 

55,724 

(581) 
76 △ 505 

59,963   

(456) 

54,475 

(436) 
△ 103 △ 559 

（注）１．括弧書きは、キャップ料の貸借対照表計上額であります。 

２．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

 

（２）通貨関連                                                                      （単位 百万円） 

前中間連結会計期間末 

（2000 年 8月 20 日現在） 

前連結会計年度末 

（2001 年 2月 20 日現在） 

契約額等 契約額等 

 
 うち１年超 

時  価 評価損益 
 うち１年超 

時  価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

 

通貨スワップ取引 

受取円・支払香港ドル 

 

 

1,650 

 

 

1,380 

 

 

△ 53 

 

 

△ 53 

 

 

1,380 

 

 

971 

 

 

13 

 

 

13 

合   計 1,650 1,380 △ 53 △ 53 1,380 971 13 13 

（注）時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 
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セ グ メ ン ト 情 報 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間 
自 2001 年 2月 21 日 
至 2001 年 8月 20 日 

前中間連結会計期間 
自 2000 年 2月 21 日 
至 2000 年 8月 20 日 

前連結会計年度 
自 2000 年 2月 21 日 
至 2001 年 2月 20 日 

事業の種類については、総合あっせん、個品あっせん、融資、サービサー等を核とした「金融サービス事業」 
と保険代理事業をはじめとする「その他の事業」に区分しております。 
全セグメントの営業収益の合計及び営業利益の金額に占める「金融サービス事業」の割合がいずれも 90%以

上を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

２． 所在地別セグメント情報                              （単位 百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 
至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 

 

国内 在外 計 
消去又
は全社 

連結 国内 在外 計 
消去又
は全社 

連結 

Ⅰ．営 業 損 益           
  営 業 収 益           
(1)外部顧客に対する 

  営 業 収 益  
30,712 9,920 40,632 －  40,632 26,308 7,409 33,718 －  33,718 

(2)セグメント間の内部 

  営業収益又は振替

高  

－ 3 3 （  3） － － 6 6 （  6） － 

計 30,712 9,923 40,635 （  3） 40,632 26,308 7,415 33,724 （  6） 33,718 
営 業 費 用 22,403 7,427 29,831 （  3） 29,828 19,695 5,520 25,216 （  4） 25,211 

営 業 利 益 8,308 2,495 10,803 0  10,803 6,613 1,894 8,507 （  1） 8,506 

 

前連結会計年度 
自 2000 年 2月 21 日 
至 2001 年 2月 20 日 

 

国内 在外 計 
消去又
は全社 

連結 

Ⅰ．営 業 損 益      
  営 業 収 益      
(1)外部顧客に対する 

  営 業 収 益  
55,514 15,718 71,232 －  71,232 

(2)セグメント間の内部 

  営業収益又は振替高  
－ 9 9 （  9） － 

計 55,514 15,727 71,241 （  9） 71,232 
営 業 費 用 39,597 11,701 51,298 （  9） 51,289 

営 業 利 益 15,917 4,025 19,943 （ －） 19,943 

  （注）1.在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

      東南アジア：香港、タイ、マレーシア、台湾、中国（シンセン） 

2.当中間連結会計期間より「追加情報」に記載のとおり、退職給付会計及び金融商品会計を適用してお 

ります。この結果、従来の方法と比較して「国内」については、営業費用は 160 百万円減少しており、 

     営業利益は同額増加しております。 

 

３．海外営業収益                                                                    （単位 百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 
至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 至 2001 年 2月 20 日 

  海外営業収益   海外営業収益   海外営業収益 
海外営業収益 連結営業収益 の連結営業収益 海外営業収益 連結営業収益 の連結営業収益 海外営業収益 連結営業収益 の連結営業収益 

  に占める割合   に占める割合   に占める割合 

9,920 40,632 24.4% 7,409 33,718 22.0% 15,718 71,232 22.1% 

（注）海外営業収益は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。 
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２００２年２月期  個別中間財務諸表の概要         2001 年 10 月 10 日 

 
上 場 会 社 名        イオンクレジットサービス株式会社          上場取引所 東証市場第一部 
コ ー ド 番 号         ８５７０                                     本社所在都道府県 東京都 
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役経営管理本部長 
        氏    名 浅 井 啓 志      ＴＥＬ（０３）５２８１－２０５７ 
決算取締役会開催日 2001 年 10 月 10 日                   中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日 2001 年 10 月 11 日 
 

１． 2001 年 8月中間期の業績(2001 年 2月 21 日～2001 年 8月 20 日) 

(1) 経営成績           （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2001年8月中間期 
2000年8月中間期 

百万円   ％ 
３０，０４６（１６．４） 
２５，８０４（１５．０）   

百万円   ％ 
８，１６８（２６．８） 
６，４４１（３１．６） 

百万円   ％ 
８，０２５（２０．３） 
６，６７３（３０．３）  

2001 年 2 月 期 ５４，４１０（１５．１） １５，４７１（２９．９） １５，７３５（２９．７） 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 
2001年8月中間期 
2000年8月中間期 

百万円   ％ 
４，０５６（ ４．５） 
３，８８０（４４．６）           

円  銭 
        ８５ ２８ 
        ８１ ５７ 

 
 
 

2001 年 2 月 期 ８，９９８（４４．２）        １８９ １８  
（注）①期中平均株式数 2001 年 8月中間期 47,565,760 株 2000 年 8月中間期 47,565,760 株 2001 年 2月期 47,565,760 株  

②会計処理の方法の変更  無  

③営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

④取扱高     2001 年 8月期  528,180 百万円（対前年中間期増減率 16.3％） 

       2000 年 8月期   454,092 百万円（対前年中間期増減率  16.9％） 

       2001 年 2月期   953,259 百万円（対前期増減率     15.4％） 

(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
 

 
2001年8月中間期 
2000年8月中間期 

円  銭 
２０ ００ 
１５ ００ 

円  銭 
――――― 
――――― 

 

2001 年 2 月 期 ――――― ４０ ００  
 

(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
2001年8月中間期 
2000年8月中間期 

百万円 
２８６，０６０ 
２５０，２６３ 

百万円 
６２，５３１ 
５４，４８４ 

％ 
     ２１．９ 
     ２１．８ 

円   銭 
１，３１４ ６３  
１，１４５ ４６  

2001 年 2 月 期 ２６３，７０５ ５８，８８９ ２２．３ １，２３８ ０６   

 (注)期末発行済株式数 2001 年 8月中間期 47,565,760 株 2000 年 8月中間期 47,565,760 株 2001 年 2月期 47,565,760 株 

  (額面株式  1 単位の株式数 100 株) 

２．2002 年 2月期の業績予想(2001 年 2月 21 日～2002 年 2月 20 日) 

１株当たり年間配当金  
営業収益 経常利益 当期純利益 

期 末  

通  期 
百万円 

６２，４００  

百万円 

１８，９００  

百万円 

１０，２００ 

 円 銭 

  ３０ ００ 

円 銭 

  ５０ ００   

(注)①営業利益は、１８，８５０百万円（対前期増減率２１．８％）を見込んでおります。 

  ②取扱高は、１，０９０，０００百万円（対前期増減率１４．３％）を見込んでおります。 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) ２１４円４４銭 

 



- 22 - 

 

中  間  貸  借  対  照  表 

 （単位 百万円） 

 
当中間会計期間末 

（2001 年 8 月 20 日現在） 
 

 
前中間会計期間末 

（2000 年 8 月 20 日現在） 
 

前事業年度末 
（2001 年 2 月 20 日現在） 

 

       期別 

 

 

科目 金  額 
 

構成比 
 

 
金  額 

 
構成比 

 
金  額 

 
構成比 

（資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 資 産 ２７０，７５３  94.6 ２３８，０２１  95.1 ２５０，１９８  94.9 

 現 金 及 び 預 金 ７，５７７   ６，５６４   ６，１３５   

 割 賦 売 掛 金 ６６，７７０   ６４，９９５   ６４，７１２   

 営 業 貸 付 金 
１９２，８６２

  
 

１６４，９０５

  
 

１７６，２６３

  
 

 自 己 株 式 ０   １   １   

 前 渡 金 ２，５９６   ２，２７５   ２，４１１   

 前 払 費 用 １８０   １８２   １６３   

 繰 延 税 金 資 産 ２，０２８   ７９８   ２，５４３   

 未 収 入 金 １，３７７   １，０１５   １，２０２   

 未 収 収 益 ２，３０７   ２，０４５   ２，２２８   

 そ の 他 ６２２   ５９５   ５６   

 貸 倒 引 当 金 △５，５７０   △５，３５９   △５，５１９   

固 定 資 産 １５，３０７  5.4 １２，２４２  4.9 １３，５０６  5.1 

有 形 固 定 資 産 ４，２７２  1.5 ３，６６４  1.5 ３，９１９  1.5 

 建 物 ３２５   １５１   ２０７   

 車 両 運 搬 具 １５１   １６０   １５３   

 器 具 備 品 ３，７９５   ３，３５１   ３，５５８   

無 形 固 定 資 産 ２，５０４  0.9 １，８７１  0.7 ２，６４４  1.0 

ソ フ ト ウ ェ ア  ２，４０７   １，７７５   ２，５４７    

 電 話 加 入 権 ９６   ９６   ９７   

投資その他の資産 ８，５３１  3.0 ６，７０６  2.7 ６，９４１  2.6 

 投 資 有 価 証 券 ６，７０１   ５，００８   ４，９７４   

 長 期 前 払 費 用 ７０   ２２   ８３   

 繰 延 税 金 資 産 ―   ２１１   ２５８   

 差 入 保 証 金 １，５５２   １，３１７   １，４２７   

 そ の 他 ２０７   １４５   １９８   

資  産 合  計 ２８６，０６０  100.0 ２５０，２６３  100.0 ２６３，７０５ 100.0 
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（単位 百万円） 

当中間会計期間末 
（2001年 8月 20日現在） 

前中間会計期間末 
（2000 年 8 月 20 日現在） 

前事業年度末 
（2001 年 2 月 20 日現在） 

        期別 

 

 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負 債 の 部）  ％  ％  ％ 

流 動 負 債 ７９，２４８  27.7 ８２，４６４  32.9 ８４，０９１  31.9 

 買 掛 金 ２７，５６８   ２７，９５７   ２８，３９９   

 短 期 借 入 金 ７，０７４   ３，０２３   ２，０５４   

 １年以内返済予定の長期借入金  １２，９００   ２７，８２０   １７，５００   

 コマーシャル・ペーパー  ２２，０００   １５，０００   ２５，０００   

 未 払 金 ２，４８５   ２，５１６   ２，１１３   

 未 払 法 人 税 等 ３，９８２   ２，８９８   ５，７４２   

 未 払 費 用 ９４６   ８９６   ８９５   

 割 賦 繰 延 利 益 １，０８７   １，１２４   １，０３５   

 前 受 収 益 ３０４   ３２０   ３１６   

 預 り 金 ３６６   ３４４   ４７２   

 賞 与 引 当 金 １２７   １１２   １１６   

 そ の 他 ４０３   ４５０   ４４５   

固 定 負 債 １４４，２８０  50.4 １１３，３１４  45.3 １２０，７２４  45.8 

社     債  ２５，０００   １０，０００   １０，０００   

 長 期 借 入 金 １１８，５３０    １０３，１３０   １１０，５３０   

 退職給与引当金 ―   ７７   ７３   

 退職給付引当金 ５０８   ―   ―    

 役員退職慰労引当金 １３７   １０６   １２０   

 繰 延 税 金 負 債 １０４   ―   ―    

負 債 合 計 ２２３，５２９  78.1 １９５，７７９  78.2 ２０４，８１６  77.7 

（資 本 の 部）       

 資 本 金 １５，４６６   5.4 １５，４６６   6.2 １５，４６６  5.9 

 資 本 準 備 金 １７，０４６  6.0 １７，０４６  6.8 １７，０４６  6.5 

 利 益 準 備 金 ３，６８７  1.3 ３，２１６  1.3 ３，２８７  1.2 

 その他の剰余金 ２５，５１０  8.9 １８，７５５  7.5 ２３，０８８  8.7 

  任 意 積 立 金 １６，１２８    １１，１００    １１，１００   

  別 途 積 立 金   １５，９９５   １０，９９５   １０，９９５   

    特 別 償 却 準 備 金  １３３   １０５   １０５   

中間（当期）未処分利益 ９，３８１   ７，６５４   １１，９８８   

(うち中間（当期）純利益) （４，０５６）  （３，８８０）    （８，９９８）  

その他有価証券評価差額金 ８２０  0.3 ―  － ―  － 

資 本 合 計 ６２，５３１  21.9 ５４，４８４  21.8 ５８，８８９  22.3 

負 債 及 び 資 本 合計 ２８６，０６０  100.0 ２５０，２６３  100.0 ２６３，７０５ 100.0 
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中  間  損  益  計  算  書 

 
（単位 百万円，％）   

当中間会計期間 前中間会計期間 
自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 
至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 2000 年 2月 21 日 
至 2001 年 2月 20 日 

        期別 

 

科目 
金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

営 業 収 益 ３０，０４６ 100.0 ２５，８０４ 100.0 ５４，４１０ 100.0 

総合あっせん収益 ５，６４５   ４，８７８   １０，４５３   

個品あっせん収益 ５８   ４２   １０７   

融 資 収 益 ２１，５０５   １８，３２９   ３８，５２４   

融 資 代 行 収 益 １，７１３   １，４９７   ３，０８５   

償却債権回収益 ２２２   １９４   ３９６   

そ の 他 収 益 ８９６   ８５２   １，８１７   

金 融 収 益 ５  １０  ２４  

営 業 費 用 ２１，８７８ 72.8 １９，３６２ 75.0 ３８，９３９ 71.6 

 販売費及び一般管理費  ２０，４１１  １７，８５４  ３５，７８７  

 金 融 費 用 １，４６６  １，５０８  ３，１５１  

 営 業 利 益 ８，１６８ 27.2 ６，４４１ 25.0 １５，４７１ 28.4 

営 業 外 収益 ３８４ 1.3 ２６８ 1.0 ４２７ 0.8 

受 取 配 当 金 ３７１  ２５９  ４０４  

  そ の 他 １２  ９  ２２  

営 業 外 費用 ５２７ 1.8 ３７ 0.1 １６３ 0.3 

金利キャップ評価損  ４０３  ―   ―   

  そ の 他 １２４  ３７  １６３  

 経 常 利 益 ８，０２５ 26.7 ６，６７３ 25.9 １５，７３５ 28.9 

特 別 損 失  ５３３ 1.8 ― ― ―  － 

退職会計基準変更時差異処理額 ５３３  ―  ―   

 税引前中間（当期）純利益 ７，４９１ 24.9 ６，６７３ 25.9 １５，７３５ 28.9 

 法人税、住民税及び事業税  ３，１４５ 10.5 ２，９１６ 11.3 ８，６５１ 15.9 

 法人税等調整額    ２８９ 0.9 △ １２２ △0.4 △１，９１４ △3.5 

 中間（当期）純利益 ４，０５６ 13.5 ３，８８０ 15.0 ８，９９８ 16.5 

 前 期 繰 越 利 益 ５，３２５  ３，７７４  ３，７７４  

 中 間 配 当 額 ―  ―  ７１３  

  中間配当に伴う利益準備金積立額  ―  ―  ７１  

中間（当期）未処分利益 ９，３８１  ７，６５４  １１，９８８  
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＜中間財務諸表作成に関する基本となる重要な事項＞ 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券 

子会社株式及び 
関連会社株式･････移動平均法による原価法 

その他有価証券 
時価のあるもの･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定） 
時価のないもの･････移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ･････････時価法 
 
２．固定資産の減価償却方法 
（１）有形固定資産 

 経済的耐用年数に基づく定額法によっております。 
主な資産の経済的耐用年数として次の年数を採用しております。なお、括弧内は法人税法に定める耐用年
数であります。 ［器具備品］  ＣＤ機 ４年（５年） 

（２）無形固定資産（自社利用のソフトウェア） 
社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。 

 
３．繰延資産の処理方法 
   社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 
 
４．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ過去の貸倒実績等
を勘案した当社の定める一定の基準により算出した必要額を計上しております。 

（２）賞与引当金 
   従業員に対する賞与に備え、支給見込額のうち当中間会計期間に対応する負担額を計上しております。 
（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当中
間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお､会計基準変更時差異（533 百万円）については、当中間会計期間において全額費用処理しております。 

（４）役員退職慰労引当金 
役員に対する退職慰労金の支給に備え、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 
５．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 
 
６．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
７．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法・・・・・・繰延ヘッジ処理（ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものに

ついては、特例処理） 
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象・・・借入金をヘッジ対象とした金利スワップ･オプション取引、通貨スワップ･

為替予約取引 
（３）ヘッジ方針・・・・・・・・・当社の規定に基づき、財務活動に係る金利リスク及び為替リスクをヘッジす 

る目的に限定してデリバティブを行っております。 
（４）ヘッジの有効性評価方法・・・ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しており
ます。 
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８．主な収益の計上基準 
（１）総合あっせん 

①加盟店手数料・・・・・・・・・・期日到来基準に基づき計上しております。 
②顧客手数料・・・・・・・・・・・残債方式による期日到来基準に基づき計上しております。 

（２）個品あっせん 
   ①加盟店手数料・・・・・・・・・・期日到来基準に基づき計上しております。 

②顧客手数料・・・・・・・・・・・均分法による期日到来基準に基づき計上しております。 
（３）融    資・・・・・・・・・・・残債方式による発生基準に基づき計上しております｡ 
 
９．その他 
（１）消費税等の会計処理方法 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
   ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払消費税等として投資その他の資産の「その他」に計

上し、法人税法の規定に定める期間で償却しております。 
（２）税金費用の計算における諸準備金等の取り扱い 

中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による特別償却

準備金の積立て及び取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しております。 

 

（追加情報） 
 

１．退職給付会計 

  当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

営業利益、経常利益は 39百万円増加しており、税引前中間純利益は 492 百万円減少しております。 

  なお、前事業年度末の退職給与引当金及び厚生年金基金掛金の未払金は、当期首に退職給付引当金に振り替

えております。 

 

２．金融商品会計 

  当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

営業利益は 120 百万円増加しており、経常利益及び税引前中間純利益は 213 百万円減少しております。 

 

３．外貨建取引等会計基準 

  当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 11年 10 月 22 日））を適用しております。この変更による損益への影響はありません。 
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＜注 記 事 項＞ 
（貸借対照表関係） 

１．割賦売掛金                            （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

総 合 あ っ せ ん ６５，８０２   ６３，７８４   ６３，７２０  

個 品 あ っ せ ん ９６７   １，２１０   ９９１  

合 計 
６６，７７０   

（３，０３４） 

６４，９９５   

（３，０１０） 

６４，７１２  

（２，７２０） 

  （注）括弧書きは、債権流動化に伴い当社が保有した信託受益権であり、割賦売掛金残高に含めてい 

     る金額であります。 

２．割賦繰延利益                              （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

総 合 あ っ せ ん １，０３３   １，０５１   ９６９  

個 品 あ っ せ ん ５４   ７３   ６５  

合 計 １，０８７  １，１２４  １，０３５  

   

３．有形固定資産の減価償却累計額                      （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

減 価 償 却 累 計 額 ６，０９４   ４，８２１  ５，５０６  

 

４．偶発債務（借入債務保証額）                       （単位 百万円） 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

偶 発 債 務 

６９９  

（201 百万台湾ﾄﾞﾙ） 

１，３４１  

（３８百万ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ） 

（７０百万台湾ﾄﾞﾙ） 

６８０  

（ ４百万ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ） 

（155 百万台湾ﾄﾞﾙ） 

  （注）経営指導念書等 

     主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社として各社の健全な財政状態の維持責任を負うこ 

と等を約した経営指導念書等を金融機関に対して差入れております。 

     なお、上記経営指導念書等のうち、「債務保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する監 

査上の取扱い」（平成 11年 2月 22 日 日本公認会計士協会監査委員会報告第 61号）に基づく保   

証類似行為に該当するものはありません。 

 

（損益計算書関係） 
１．部門別取扱高 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 2001 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 自 2000 年 2月 21 日 

至 2001 年 8月 20 日 至 2000 年 8月 20 日 至 2001 年 2月 20 日 

     期別 

 

 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

総 合 あ っ せ ん ２７１，７３１ 51.5 ２３４，２５２ 51.6 ４９９，０５３ 52.4 

個 品 あ っ せ ん ７４４ 0.1 １，１１３ 0.3 １，９９１ 0.2 

融 資 １４０，１２５ 26.5 １１５，４３４ 25.4 ２４０，１６９ 25.2 

融 資 代 行 １１５，５５３ 21.9 １０３，２６６ 22.7 ２１１，９９３ 22.2 

そ の 他 ２５ 0.0 ２６ 0.0 ５０ 0.0 

合 計 ５２８，１８０ 100.0 ４５４，０９２ 100.0 ９５３，２５９ 100.0 
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２．減価償却実施額 

    当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

有形固定資産 ７２３百万円 

ソフトウェア ３６４百万円 

６１８百万円 

２２３百万円 

１，３３２百万円 

５２１百万円 

合    計 １，０８８百万円 ８４２百万円 １，８５４百万円 

 

（リース取引関係） 
 重要性がなくなったため、記載を省略しております。 

  

（有価証券関係） 
 当中間連結会計期間に係る「有価証券関係」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中

間決算短信における注記事項（有価証券関係）に記載しております。 

 なお、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは以下のとおりであります。 

 

 当中間会計期間（2001 年 8月 20 日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子会社株式 １，２８１百万円 １０，２４３百万円 ８，９６１百万円 

 （注）上記株式は、すべて AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD．（連結子会社）であります。 

 

（デリバティブ取引関係） 
 当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引関係」については、中間決算短信における

注記事項として記載しております。 

 

 

 

 

 


